












































































































れないなかで，2006（平成 18）年 11 月 27
日に最高裁判所が学納金返還請求に関する五
つの判決を示した。
（２）最判平成 18年 11 月 27 日民集 60巻
9号 3732 頁での大学「在学契約」
　ここでは，その五つの判決のうち最判平成
























































































規則 4条 1項 7号等）。〔改行〕また，我が
国においては，大学の入学の時期は，原則と
して学年の初めすなわち 4月 1日とされ（学





































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北　星　論　集（経） 　第 60 巻　第２号（通巻第 79 号）
― 69 ―
44）　「在学契約」論の可能性について，梶山「学
校教育の内容に対する親の権利について」同法
64巻7号660・661頁を参照。
45）　個人的にも，大学，そして，自らの教育のあ
り方を見直すきっかけとなった。
46）　本稿のトピックである在学契約，役務提供契
約，安全配慮義務などに関わる文献・資料を網
羅的に参照し検討することができなかったが，
2020年11月現在での自分の考えとして，論考
として甚だ不十分であることを承知のうえで，
発表させていただいた。
47）　学生にも，これを機会に，大学で学ぶ意味，
学問を修める意義を考えて欲しいと思う。単位
を取ること，良い就職をすることだけが，大学
で学ぶ意義，学問を修める意義ではないだろう。
　　我われ大学教員も，その意義を考え，考えた
ことを学生に伝えていかないとならない。先行
きが不透明な時代・社会であるからこそ，学問
の意義や可能性，学ぶことの意義を改めて考え
る必要がある。
新型コロナウイルス感染症による混乱のなかでの大学「在学契約」についての覚書

